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― 毎生管理者を選任すべき事由が発生した日から十四口以内に選任すること。

こ その事皐場に専属の増七選任すること。ただしこ二人以上の衛生管理者を選任する場合において、当触衛生管理者の中に第十条第二号に掲げる

者がいるときは、当敵者のうち一人については、この限りでない。

三 次に掲げる集種の区分に応じ、それぞれに掲げる者のうちから選任すること。

イ 農林奮水造祟、は素、建設祟、製造祟《物の加工素を含む。)s電気祟、ガス祟、水道皐、贈供綸果、運送祟、自耐車豊働棠、機構停理集、医森

業及び清掃業 第一種衛生管理者免許若しくは常生工学常生管理者曳隣を有する者又は第十条各号に掲げる者

口 その他の集種 第一種毎生管理者免許、第二種毎生管理者免隣若しくは常生工単衛生管理者免許を有する者叉は第十条各号に掲げる者

四 次の表の上欄に掲げる事集場の経模に応じて、同表の下欄に掲げる数以上の衛生管理者を選任すること。

事業娼の服棋(常時使用する労働者敬) 衛生管理者敷

五十人以上三百人以下 一 人

三百人を超え五百人以下 二 人

五百人を超え千人以下 二 人

千人を超え三千人以下 四 人

三千人を超え三千人以下 五 人

三千人を超える場合 六 人

五 次に掲げる事業場にあつては、常生管理者のうち少なくとも一人を専任の毎生管理者とすること。

イ 常時千人を超える労働者を使用する事集娼

口 常時五百人を超える労働者を使用する事業場で、坑内労働又は労働島隼法協行規則(昭和三十二年厚生省令第二十三号)第十八条各号に掲

げる素湧に常時三十人以上の労働者を従事させるもの

大 常時五百人を超える労働者を使用する事業場で、航肉労働又は労働基準法協行規則第十八条第一号、第二号から第二号まで者しくは第九号に

掲げる祟議に常時三十人以上の労働者を従事させるものにあつてはも衛生管理者のうち―人を衛生工学衛生管理者免許を受けた者のうちから選任

すること。                                                      .
2第二崇第二項及び第二条の経定は、衛生管理者について準用する。

(常生管理者の選任の特例)

第八条 事業者は、前条第一項の規定により衛生管理者を選任することができないやむを得ない事由がある場合で、所構

“

道府県労働局長の許可を受

けたときは、同項の経定によらないことができる。

(共同の毎生管理者の選任)

第九崇 Ⅲ道府県労働局長は、必要であると鳳めるときは、地方労働審離会の鵬を経て、毎生管理者と選任するこ整 要しない二以上の事祟場で、同一

の地増にあるものについて、共同して毎生管理者を選任すべきこ雛 働告することが登 る。

(衛生管理者の資格)

第十条 送勢+二条第―項の厚生労働省令で定める資格を有する者は、次のとおりとする。

一 医師

二 歯科医師

三 労働常生コンサルタント

ロ 前三号に掲げる者のほか、厚生労働六巨の定める者

《衛生管理者の定期遷概及び権風の付与)   、

第十一条 衛生管理者は、少なくとも毎週一回作業娼等を送視し、設常、作業方法叉は衛生状Bに有害のおそれがあるときは、直ちにこ労働者の健康障

害を防止するため必要な構Eを路防 けれlよならない。

2事皐者は、毎生管理者に対し、衛生に関する措置をなし得る権眼を与えなければならない。

(毎生工学に関する事項の管理)

第十三彙 事業者は、第七条第一項第六号の規定により選任した衛生管理者に、法第十条第一項各号の祟務のうち衛生に係る技術的事項で衛生工学

に関するものを管理きせなけれlよならなし、

第二節の二 安全毎生催違者及び衛生推追者

(安全常生推違者等を選任すべき事業場)

第十二条の二 法勢+二条の二の厚生労働省令でためる規模の事業場は、常時十人以上五十人未満の労働者を使用する事皐場とする。

(安全衛生推違者等の選任)

第十二条の三 法第十二条の三の規定によう安全常生催違者又は常生推逸者(以下「安全衛生推違者等』という。)の選任は、Ⅲ道府県労働局長の豊

録を受けた者が行う路習を停7した者その他法室土豊箆二重各号の祟務く衡生推違者にあつては、衛生に係る祟務に晨る。)を担当するため必要な協

力を有するとBめられる者のうちから、次に定めるところにより行わなけれlよならない。

一 安全衛生機逸者等を選任すへき事由が発生した口から十四口以内に選任すること。

三 その事皐場に専呂の者を選任すること。ただし、労働安全コンサ
"レ

タント、労働衛生コンサルタントその他厚生労働大Eが定める者のうちから選任

するときは、この限りでない。

2次に掲げる者は、前項のB習のB習科日(安全毎生機追者に係るものに限る。)のうち厚生労働六巨が定めるものの免除を受けることができる。

一 第五条各号に掲げる者

二 第十条各号に掲げる者

(安全毎生推注者等の氏名の周知)

第十二条の四 事業者はこ安全衛生推逸者等を選任したときは、当険安全毎生栓逸者等の氏名を作祟場の見やすい笛所に掲示する等により田係労働

者に周知させなければならない。

第四節 産業医等

く産業医の選任等)

第十三条 機営+=3営_Eの規定による産祟医の澤任は、次に定めるところにより行わなければならない。

一 産業医を選任すべき事由が発生した日から十四日以内に選任すること。

二 次に掲げる者(イ及び口にあつては、事彙場の運営について利害関係を有口とい者を除く。)以外の者のうちから選任すること。

イ 事業者が法人の場合にあつては当散法人の代表者

口 事業者が法人でない場合にあつては事業を営む個人
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,ヽ 事業場においてその事業の実施を柱悟管理する者

三 常時千人以上の労働者を使用する事業場又は次に掲げる業務に常時五百人以上の労働者を従事させる事祟場にあつては、その事業滑に専呂の

者を選任すること。

イ 多量の声艤伯体を取り級う業務及び著しく暑鵬な場所における業務

口 多量の任二鞠体を取り扱う皐務及び著しく寒冷な4所における業務

ハ ラジウム放射は、エツクス機その他の有害触射機にさらされる業務

二 土石、獣毛等のじんあい又は粉末を著しく飛散する場所における業務

ホ 異常気圧下における業務

へ きく岩機、留 打機等の使用によつて、身体に著しい標出を与える業務

卜重量物の取扱い等重激な業務

チ ポイラー製造等強烈な騒音を発する場所における業務

り 坑内における皐務

ヌ 深夜業を含む祟務

ル 水盤、■素i責りん、第化ホ素酸、4酸、硝酸、構酸、青酸、か性アルカリ、石脱酸その他これらに準ずる有害鞠を取り扱う業務

フ 備、ホ銀、クロム、砒素、女りんも弗化水素、4素、塩強、硝酸、亜磯酸、磯強、―強化炭素、二強化炭素、書酸、ベンゼン、アニリンその他これら

に尊する有害物のガス、蒸気又は粉じんを発散する場所における業務

ワ 病原体によつて汚集のおそれが著しい集獅

力 その他厚生労働大臣が定める業務

四 常時三千人をこえる労働者を使用する事業場にあつては.二人以上の産業医を選任すること。

2第二条第二項の規定は、産業医について隼用する。ただし、盤

―

    (昭 和三十三年法律第二十六号)第二十三条(班学前の子どもに■する

(平成十′ヽ年法律第七十七号。以下この頭及び第四十四条の二第一頭において昭閉韮望生■送J

という。)勢二十七条において隼用する場合を含む。)の規定により任0し、又は委嘱された学校医で、当麟宇検〈目螢において隼用する場合にあつて

は、避症二豊餌出劇匙ヨ亀L豊雲に旗定する幼保連携型B定こども日)において産業医の職務を行うこととされたものについては、この風りでない。

3第八条の規定は、産祟医について隼用する。この場合において、同条中『前条第一頂Jとあるのは、「第十三条第―項Jと隣み書えるものとする。

4事業者は、産業医が辞任したとき又は産業医を解任したときは、遷潜なくこその旨及びその理由を衛生委員会又は安全衛生委員会に報告しなければ

ならない。

(産業医及び産業歯科医の職務等)

第十四崇 送第十三条第一Hの厚生労働省令で定める事項は、次に掲げる事項で医学に口する専門的知出を必要とするものとする。

― 健康静断の実施及びその備果に基づく労働者の健康を保持するための措置に関すること。

二 送第六十六条の八第一環、常大+大条の人の二勢―項及び第六十六条の人の四第―項に規定する面機指導並びに送第六十六条の九に規定す

る必要な捨置の実施並びにこれらの結果に基づく労働者の健康を保持するための構置に日すること。

三 送勢六十六条の十第一Hに規定する心理的な負担の程度を担狙するための検との実施並びに同条第二項に規定する面機指導の実施及びその

結果に基づく労働者の健康を保持するための措置に関すること。

四 作業環境の権持管理に関すること。

五 作業の管理に口すること。

六 前各号に掲げるもののほか、労働者の健康管理に関すること。

七 健康牧育、儘慮相践その他労働者の健康の保持増違を図るための指置に関すること。

′ヽ 毎生徴育に日すること。

九 労働者の健康障害の原因の日と及び再発防止のための措置に日すること。

2法第十三条第二項の厚生労働省令で定める要件を働えた者は、次のとおりとする。

一 送占十三条常―頭に規定する労働者の健康管理学(以下『労働者の機慮管理等Jという。)を備 のに必要な医単に関する知nについての研修で

あつて厚生労働大臣の指定する者(法人に限る。)が行うものを停了した者

二 産業医の養成等を行うこ整 目的とする医学の正親の際程を設置している産業医科大学その他の大学であつて厚生労働大臣が指定するものにお

いて当讚課程を停めて卒業した者であつて、その大学が行う実習を履停したもの

三 労働衛生コンサルタント試験に合格した者で、その試験の区分が保健衛生であるもの

四 串後数百法による大学において労働衛生に日する科目を担当する牧授、准敬慢又は隣節(常時れ議する者に限る。)の職にあり、又はあつた者

五 前各号に掲げる者のほか、厚生労働大臣が定める者

3産集医はも第…項各号に掲げる事項について、構括窯全衛生管理者に対して鶴告し、又は毎生管理者に対して指導し、若しくは助言することができ

る。

4事皐者は、産業医が送第十三条第二Hの服定による働告をしたこと又は前項の規定による働告こ指導者しくは助音をしたことを理由として、産皐医に

対し、解任その他不利益な取扱いをしないようにしなければならない。

5事業者は、令第二十二条第二項の業務に常時五十人以上の労働者を従事させる事業場にういては、第一項各号に掲げる事項のうち当議労働者の

歯叉はその支持組機に関する事項について、道時、歯科医師の意見を嘉くようにしなければならない。

6前項の事業場の労働者に対して去勢六十六条勢三互の健慮い断を行なつた●科医師は、当隣事業娼の事業者又は総括安全毎生管理者に対し、当

敵労働者の健康障害く歯又はその支持組機に■するものに限る。)を防止するため必要な事項を働告することができる。

7産祟医は、労働者の健藤管理学を行うために必要な医学に関する知B及び協力の機持向上に努めなければならない。

(産祟医に対する情報の提供)

第十四条の二 法第十三条第四頭の厚生労働省令で定める情報は、次に掲げる情報とする。

― 送第六十六条の五第一項、第六十六条の八第二項く法鱒大+大条の人の二勢二項又は露六十六条の人の四第二項において脇み書えて尊用す

る場合を含む。)又は第六十六条の十第六項の規定により既に出じた指E又はBじようとする措置の内害に目する情報(これらの指置を脚口Iい娼

合にあつては、その旨及びその理由)

三 第五十二条の二第一項、第二十二崇の七の三第一項又は第二十二条の七の口第一項の超えた時間が一月当たり八十時間を超えた労働者の氏

名及び当麟労働者に係る当酸超えた時間に関する情報

三 前二号に掲げるもののほか、労働者の業務に関する情報であつて産業医が労働者の機鷹管理等を菫切に行うために必要とBめるもの

2送第十三条第四項の規定による情報の提供はも次の各号に掲げる情報の区分に応じ、当隣各号に定めるところにより行うものとする。

一 前項第一号に将げる情報 送勢六十六条の四.第大十六条の人第四頂(送欝六十六条の人の二第二項又は第六十六条の人の口第二夏において

準用する場合を含む。)又は勢六十六条の十第五項の規定による医師叉は占科医師からのな見聴取を行つた後、選滞なく提供すること。
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三 前項第二号に掲げる情報 第二十二条の三第二項(第二十二条の七の二第二項又は第二十二条の七の口第二項において準用する場合を含

む。)の経
=に

より同号の超えた時間の算
=を

行つた後、選ゃかに握舛すること。

三 前項第二号に樹げる情報 虐集医から当敵情報の提供を求められた後、選やかに提供すること。

(産業医による働告等)

第十四条の三 産祟医は、送勢十三条勢工夏の働告をしようとするときはもあらかじめこ当隣働告の内喜について、事棠者の意見を求めるものとする。

2事業者は、法勢十三条第二項の働告七受けたときは、次に掲げる事項を口録し、これを三年間保存しなければならない。

一 当麟働告の内害

二 当麟働告を離まえて歯じた措置の内喜(措置を隣日れ 場ヽ合にあつては、その旨及びその理由)

3送勢十三条第六頂の経定による報告は、同条●五Hの働告七受けた後遷滞なく行うものとする。

4法第十三条第六項の厚生労働省令で定める事項はこ次に掲げる事項とする。

一 当瞭働告の内喜

二 当散働告を麟まえてBじた措置又はBじようとする措置の内害《措置を路口れ 場ヽ合にあつては、その旨及びその理由)

(産果医に対する権眼の付与等)

第■口条の口 事業者は、産業医に対し、第十日条第一項各号に鶴げる事項をなし得る権眼を与えなければならない。

2前項の権限には、第十四条第一項各号に掲げる事項に係る次に掲げる事項に日する権晨が含まれるものとする。
一 事祟者又は総活安全衛生管理者に対して意見を述べること。

三 第十四条第一項各号に掲げる事項を実施するために必要な情報を労働者から収集すること。

三 労働者の健康を確保するため緊急の必要がある場合において、労働者に対して必要な措置をとるべきことを指示すること。

(産業医の定期選視)

第十二条 産皐医は、少なくとも毎月一回く産業医が、事業者から、毎月一回以上、次に掲げる情報の提供を受けている場合であつて。事業者の同意を

得ているときは、少なくとも二月に一回)作集娼等を通傷し、作業方法又は常生状態に有害のおそれがあるときはi直ちに、労働者の健康障害を防止す

るため必要な措置を講じなければならない。

一 第十一条第一項の規定により衛生管理者が行う送視の備果

二 前号に掲げるもののほか、労働者の健康障害を防止し、又は労働者の健康を保持するために必要な情報であつても衛生委員会又は安全衛生委員

会における調査審贈を経て事業者が産業医に提供することとしたもの

く産業医を選任すべき事業看以外の事業場の労働者の健康管理等)

第十五条の二 送第十三条の三第一夏の厚生労働省令でためる者は、労働者の健康管理学を行うのに必要な知Bを有する保強いとする。 |
2事素者はi法第十三条勢―頭の事業場以外の事皐場について、法勢十三員の二勢―夏に規定する者に労働者の健康管理等の全部又は一部を行わ

せるに当たつては、労働者の健康管理等を行う同頭に規定する医師の選任、目が送第十九条の三に経定する援助として行う労働者の機康管理等に係

る業務についての相讚その他の必要な観助の事業の利用等に努めるものとする。    |
3第十四条の二第一項の規定は法勢十三条の三第二Hにおいて串用する送第十三条第四夏の厚生労働省令で定める情報について、第十四条の二第

二項の規定は法勢十三条の二勢二夏において準用す乱出堕土三盤五四夏の規定による情報の提供について、それぞれ隼用する。

第二節 作業主任者

(作業主任者の選任)

第十六条 法勢十四条の規定による作業主任者の選任は、朋表第一の上欄に掲げる作業の区分に応じて、同表の中襴に欄げる資格を有する者の光

から行なうものとし、その作集主任者の名称は、同歳の下打に掲げるとおりとする。

2事業者は、令第六条第十七号の作業のうち、声圧ガス保安送〈昭和三十六年法伸第二百四号)、 ガス事祟法(昭和三十九年法律第二十T号)又は電

気事素法(昭和三十九年法律第百七十号)の適用を見ける第一種圧力害器の取扱いの作業については、前項の規定にかかわらず、ポイラー及び圧カ

ー

Ш(昭和四十七年労働省令第二十三号。以下「ポイラー則Jという。)の定めるところにより、特定第一種圧力害尋取撤作業主任者免隣を受

けた者のうちから第一種E力害器取扱作素主任者を選任することができる。

(作業主任者の職務の分担)

第十七条 事業者は、朋歳第一の上欄に掲げる―の作業を同一の場所で行なう場合において、当麟作素に係る作業主任者を二人以上選任したときは、

それぞれの作業主任者の職務の分担を定めなければならない。  |
(作集主任者の氏名等の周知)

第十八祭 事果者は、作業主任者を選任したときは、当臓作業主任者の氏名及びその者に行なわせる事項を作業場の見やすい苗所に掲示する等により

関係労働者に周知させなけれlよならない。

(令第六条第十三号の厚生労働雀令で定める船出)

第十八条の工 令第六条第十三号の厚生労働省令で定める船出は、船員の育成及び確保に資することを目的とする船員室の新設、増設又は慎大によ

り得トン敬五百トン以上五百十トン未消となつたとBめられる船舶とする。

第六節 儀括安全毎生責任者、元方安全毎生管理者、店社安全衛生管理者及び安全衛生責任者

(令第七条第二項第―号の厚生労働省令でためる場所)

第十八条の二の二 令第七条第二項第一号の厚生労働省令で定める場所は、人口が集中している拍増肉における道路上者しくは道路に隣接した場所

又は鉄道の軌道上若しく!魏道に瞬機した場所とする。

(元方安全衛生管理者の選任)

第十八条の三 法第十二条の二第一項の規定による元方安全衛生管理者の選任は、その事業場に専日の者を選任して行わなけれlよならない。

(元方安全衛生管理者の資格)

第十′ヽ条の口 送第十五条の二第一Hの厚生労働省令で定める資格を有する者は、次のとおりとする。

― 学校後育送による大学叉は高等専門学校における理科系儀の正経の際程を停めて卒祟した者で、その後三年以上建設工事の協工にお1サる安全

衛生の実務に従事した経験を有するもの

二 学校教育法による菖等単検又は中等教育学校において理科系携の正耀の学科を停めて卒祟した者で、その後五年以上建設工事の協工における

安全衛生の実務に従事した経験を有するもの

三 前二号に掲げる者のほから犀生労働大臣が定める者

(権眼の付与)

第十八条の五 事業者は、元方安全衛生管理者に対し、その労働者及び田係綺負人の労働者の作祟が同一場所において行われることによつて生する

労働業害を防止するため必要な措置をなし得る権眼を与えなければならない。

(店社安全衛生管理者の選任に係る労働者微等)

第十′ヽ条の六 送第十五条の三第一項及び第二項の厚生労働省令で定める労働者の数は、次の各号の仕事の区分に応じ、当酸各号にためる数とす

る。

一 令第七条第二項第一号の仕事及び主要構造部が鉄骨造又は鉄骨鉄筋コンクリート造である建築鞠の建設の仕事 常時二十人
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二 前号の仕事以外の仕事 常時五十人

2建設素に呂する事業の仕事を行う事業者であつて、送第十五条第二項に規定するところにより。当敵仕事を行う場所において、柱括安全衛生責任者

の職務を行う者を選任し、並びにその者に同条鱒―項又は第二項及び同条第四項の指揮及び儀活管理をさせ、並びに          の資格

を有する者のうちから元方安全伸生管理者の磁務を行う者を選任し、及びその者に同項の事項を管理させているもの(法第十五条の三第一項又は第

二項の経たにより店社安全衛生管理者を選任しなければならない事業者に限る。)は、当触場所において同条第一項又は第二項の服定により店社安

全常生管理者を選任し、その者に同条第一項又は第二項の事項を行わせているものとする。

(店社安全衛生管理者の資格)

第十八条の七 法勢十五条の三鱒―頂及び第二項の厚生労働省令で定める資格を有する者は、次のとおりとする。

… 学校数育法による大学又は吉等専門学校を卒業した者(大学改革支援・学位授与機構により学士の学位を観与された者者しくはこれと同等以上の

学力を有するとBめられる者又は専門職大学前期際樫を停7した者を含む。周歳第二第―号の表及び別衰第二第一号の三の表において同じ。)

で、その俊三年以上建設工事の施工における安全毎生の案務に生事した経験を有するもの

二 学校牧育法による高等単校叉は中学教育学執造卒業した者(学校牧育法施行胴測(昭和三十二年文部省令第十一号)第百五十条に規定する者

又はこれと同等以上の学力を有するとBめられる者を含む。別歳第二第一号の我及び第一号の二の歳において同じ3)で■その後二年以上建設エ

事の娘工における安全毎生の実務に従事した経験を有するもの

三 ′ヽ年以上建設工事の協工における安全衛生の実務に従事した経験を有する者

四 前三号に掲げる者のほか、厚生労働大臣がためる者

(店社安全毎生管理者の職務)

第十八条の人 送勢十五条の三鱒―H及び第二項の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。

一 少なくとも毎月一回送勢十五員の三第一項又は第二項の労働者が作業を行う場所を送根すること。

二 送勢十五条の三第一瑾又は第二項の労働者の作集の種類その他作果の実施の状況を把握すること。

三 送勢三十条釘―互第―・弓の協歯佃機の会鵬に随時◆加すること。

四 法第二十条第―項第五号の計画に日し同号の措置がBぜられていることについて確Bすること。

(安全衛生責任者のB務 )

第十九索 法第十六条第一車の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。

一 柱括安全衛生責任者との連構

二 横括安全衛生責任者から違編を受けた事項の日係者への連絡

三 前号の競悟安全毎生責任者からの違倍に係る事項のうち当麟請負人に係るものの実施についての管理

四 当触請負人がその労働者の作泉の実施に関し計目を作成する場合における当麟計日と特定死方事業者が作成する送鱒三十条ヨーH釘五号の

計画との豊合性の確保を目るための柱活安全衛生責任者との日豊

五 当酸請負人の労働者の行う作棠及び当酸労働者以外の者の行う作皐によつて生ずれ嵐堕土五螢室
=】

の労働愛害に係る危険の有無の確屋

六 当麟講負人がその仕事の一部を他の睛負人に請け負わせている場合における当麟他の請負人の安全衛生責任者との作泉間の連構及び嗣豊

(横括安全毎生責任者等の代理者)

第二十条 第三条の規定は、横括安全衛生責任者、元方安全毎生管理者、店社安全衛生管理者及び安全衛生責任者について準用する。

第七節 安全委員会、衛生委員会等

(安全委員会の付贈事項)

第二十一条 法第十七条第一項第二号の労働者の危険の防止に関する重要事項には、次の事項が含まれるものとする。

一 安全に関する耀程の作成に日すること。

三 送勢二十人員の二勢―夏又は第二十七員の三第一項及び第二項の危険性又は有害性等の日と及びその結果に基づき隣する措置のうち、安全

に係るものに関すること。

三 安全衛生に田する計■(宝全に係る部分に限る。)の作成、実施、評価及び改善に口すること。

四 安全教育の実施計■の作成に関すること。

五 厚生労働大臣、3道府県労働局長、労働基準監督署長、労働基準監督宮又は産業安全専同宮から文書により命令、指示、働告又は指導を受けた

事項の光 、労働者の危険の防止に関すること。

(常生委員会の付鵬事項)

第二十三条 送勢十八条毎―項第山尋の労働者の健康障害の防止及び健康の保持増違に関する重要事項には、次の事項が含まれるものとする。

一 衛生に日する掘程の作成に関すること。

二 送第二十八条の三第一項又は第五十七条の三勢―互及び第二項の危険性又は有害性等の開査及びその結果に基づき腑する措置のうち、衛生

に係るものに日すること。

三 安全衛生に関する計口(毎生に係る部分に限る。)の作成、実施、解

「

及び改善に日すること。

口 衛生教育の案施計画の作成に日すること。

五 法第二十七条の四鱒―項及び勢工十七条の五第一項の経定により行われる有害性の調査並びにその結果に対する対策の樹立に関すること。

大 法第六十五彙第―項又は第二項の規定により行われる作業環境周定の結果及びその結果の評価にとづく対策の構立に関すること。

七 定期に行われる健康静断、送鱒大十六条第四項の経定による指示を受けて行われる臨時の健嵐砂断、法第六十六条のこの自ら受けた健康砂断

及び送に基づく他の省令の規定に基づいて行われる医師のい断、静車又は処置の結果とびにその結果に対する対策の樹立に関すること。

′ヽ 労働者の健慮の保持増逸を国るため必要な措置の実施計画の作成に日すること。

九 長時間にわたる労働による労働者の健凛障害の防止を国るための対策の樹立に関すること。

十 労働者の構神的健嵐の保持増違を四るための対策の樹立に関することロ

十一 厚生労働大臣、3道府県労働局長、労働奉準監督署長、労働基準監督宮又は労働衛生専阿宙から文書により命令、指示、働告又は指導を受

けた事項のうち、労働者の健慮障害の防止に関すること。

(委員会の会鵬)

第二十三条 事祟者は、安全委員会、毎生委員会又は安全毎生委員会(以下「委員会Jという。)を毎月一回以上開催するようにしなければ臨らない。

2前現にためるもののほか、委員会の還営について必要な事項は、委員会が定める。

3事集者は、委員会の開催の3産、選澪なく、委員会における鵬事の標要を友に掲げるいずれかの方法によつて労働者に周知させなければならない。

一 常時各作祟場の見やすい場所に掲示し、又は常え付けること。

二 書面を労働者に変付すること。

三 磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準する物に祖録し、かつ、各作皐場に労働者が当触畠億の内害を常時磁Bできる機器を設置すること。

4事業者は、委員会の閉倍の部監、次に掲げる事項を盟保し、これを三年間保存しなければならない。

一 委員会の意見及び当議意見を路まえてBじた措置の内暮

二 前号に掲げるもののほか、委員会における鵬事で重要なもの
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5産皐医は、衛生委員会又は安全衛生委員会に対して労働者の健臓を確保する観点から必要な嗣と審出を求めることが登 る。

(関係労働者の意見の聴取)

第二十三条の二 委員会を設けている事業者以外の事皐者は、安全又は常生に関する事項について、関係労働者の意見を聴くための機会を設けるよう

:こ眈 けれlよならない。

第′ヽ節 指針の公歳

第二十四条 送第十九条の三勢二Hの経定による指針の公表は、当欧指針の名称及び趨目を宮報に掲載するとともにi当麟指針を厚生労働省労働基

準局及び

“

道府県労働局において田覧に供することにより行うものとする。

第Λ節の三 自主的活動の促違のための指針

第二十四条の二 厚生労働大臣は、事果場における安全衛生の水準の向上を国るこ雛 目的として事業者が―連の過程を定めて行う次に掲げる自主的

活励をに違するため必要な指針を公表することができる。
… 安全衛生に■する方針め表明

二 法第二十八条の二第一項又は第二十七条の三第…夏及び第二項の危険性又は有害性等の日と及びその結果に基づきBする措置

三 安全衛生に関する日標の設定

四 安全衛生に田する計画の作成、実施、評価及び改善

第二章の二 労働者の教離に■する措置

(敏醸に日し必要な機構等)

第二十四条の三 送第二十三員の三勢―項に屈定する事業者(以下この章において「事業者Jという。)は、次の各号に掲げる機構、器具その他の設僧

(以下「機構等Jという。)を備え付けなければならない。ただし、メタン又は駐化水素が発生するおそれのないときは、第二号に掲げるメタン又は確化水

素に係る調定暑具については、このRりでない。
… 空気呼吸吾又は融素呼吸暑(第二項において「空気呼吸暑等Jという。)

ニ メタン、強化水素、一酸化炭素及び酸素の濃度を測定するため必要な測定暑具

三 儀中電灯等の携帯用環嘲暑具

四 前三号に掲げるもののほか、労働者の敷臓に関し必要な機構等

2事業者は、前項の機構等については、次の各号の区分に応じ、当麟各号に掲げる時までに常え付けなければならない。

一 令第九索の二第一号に掲げる仕事 出入口からの距離が千メートルの場所において作票を行うこととなる時又はたて坑(通路として用いられるもの

に限る。)の深さが二十メートJレとなる時

二 令第九条の二第二号に掲げる仕事 ゲージ圧力がOr―メガパスカルの圧気工法による作祟を行うこととなる時

3事業者は、第…項の機構等については、常時有効に保持するとともに、空気呼吸暑等については、常時清潔に保持しなけれlよならない。

(敬議に関する日錬)

第二十四条の四 事業者は、次に掲げる事項についての日錬を行わなけれlよならない。

一 前条第一項の機構等の使用方法に関すること。

三 敷急そ生の方法その他の敷急処置に関すること。

三 前二号に掲げるもののほか、安全な敏離の方法に口すること。

2事果者は、前項の日錬については、前条第二項各号の区分に応じ、当散各号に掲げる時までに一回、及びその後―年以内ごとに一回行わなければ

ならない。

3事集者はも第―項の日擦を行つたときは、次の事項を諷録し、これを三年間保存しなければならない。

一 実施年月日

三 日練を受けた者の氏名

三 日様の内害

(敷度の安全に関する規程)

第二十四条の五 事業者は、第二十四祭の三第二項各号の区分に応じ、当麟各号に掲げる時までに、労働者の敷産の安全に関し次の事項をためなけ

ればならない。
… 散霞に口する組機に関すること。

工 敬置に関し必要な機構等の点検及び豊常に田すること。

三 敬醸に関するコ韓の実施に関すること。

四 前三号に掲げるもののほか.教慶の安全に臣すること。

(人員の強B)
第二十四条の六 事業者は、第二十四条の三第二項各号の区分に応し、当麟各号に掲げる時までに、ずい道等くザい道及びたて坑以外の航(―

(昭和二十五年法律第二百九十一号)第二条に注定する岩石の採取のためのものを除く。)をいう。以下同じ8)の内部又は吉圧室内《潜かん工法その

他のE気工法による作業を行うための大気圧を超える気圧下の作集室又はシヤフトの内部をいう。)において作業を行う労働者の人数及び氏名を常時

確Bすることができる措置をBレHすればならない。

(敏監に関する技術的事項を管理する者の選任)

第二十四条の七 法第二十二条の二第二項の嬢定による散臓に口する技術的事項を管理する者の選任は、次に定めるところにより行わなければ路らな

い 。

― 第二十四条の三第二項各号の区分に応じ、当隣各号に掲げる時までに選任すること。

二 その事業場に専呂の者を選任すること。

2第二条及び第′ヽ条の理定は、政醸に日する技術的事項を管理する者について隼用する。この場合において、同条中「前崇第一項』とあるのは「第二十

四条の七第一項第二号Jと、「同裏」とあるのは「同号Jと醜み替えるものとする。

(敷醸に関する技術的事項を管理する者の資格)

第二十日条の人 羞第二十五条の二第二項の厚生労働省令で定める資構を有する者は、次の各号の区分に応じ、当隣各号に掲げる者で、厚生労働大

臣の定める研停を停7したものとする。

一 令第九崇の二第―号に掲げる仕事 二年以上ずい道等の建設の仕事に後事した経験を有する者

二 令第九崇の二第二号に掲げる仕事 二年以上圧気工法による作業を行う仕事に住事した経験を有する者

(権眼の付与)

第二十四祭の九 事業者は、敬離に関する技術的事項を管理する者に対し、労働者の教離の安全に日し必要な措置をなし得る権眼を与えなければなら

ない。

第二章の三 技術上の指針等の公表

第二十四条の十 第二十四条の服定はこ法第二十八条第一項又は第二項の規定による技術上の指針又は労働者の健康障害を防止するための指針の

公表について準用する。
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第二章の四 危険性又は有害性等の開と等

(危険性又は有害性等の調査)

第二十四条の十一 法第二十八条の二第一項の危険性又は有害性等の旧とは、次に掲げる時期に行うものとする。
一 建設物を設置し、移転し、査更し、叉は保体するとき。

二 設備、原材料等を新規に採用し、又は査夏するとき。

三 作集方法又は作業手順を新掘に採用しこ又は査更するとき。

四 前三号に掲げるもののほか、建設絢、投日、原材料、ガス、森気、粉じん等による、又は作集行動その他業務に起四する危険性又は有害性等につ

いて査化が生じ、又は生するおそれがあるとき。

2法第二十八条の二第一項ただし書の厚生労働省令で定いる業種は、令第二条第一号に掲げる素種及び同崇第二号に掲げる業種(製造果を除く。)と

する。

(指針の公歳)

第二十四条の十二 第二十四条の親定は、法第二十八条の二第二頑の経定による指針の公表について隼用する。

(機構に日する危険性等の通知)

第二十四条の十三 労働者に危険を及ぼし、又は労働者の健点障害をその使用により生するおそれのある機構(以下単に『機構Jという。)を臓渡し、文

は賞与する者く次項においてr機械協議者等Jという。)は、文書の変付等により当議機構に関する次に掲げる事項を、当麟機構の工渡又は賞与を受け

る相手方の事皐者(次項において「相手方事業者Jという。)に通知するよう努めなければ路らない。
… 型武、製造番号その他の機構を特定するために必要な事項

二 機構のうち、労働者に危険を及ぼし、又は労働者の健康障害をその使用により生するおそれのある笛所に日する事項

三 機構に係る作皐のうちⅢ前号の協所に選因する危険又は健臓障害を生するおそれのある作祟に関する事項

口 前号の作業ごとに生するおそれのある危険又は偉慮障害のうち最も二大なものに関する事項

五 前各号に掲げるもののほか、その他今考となる事項

?厚生労働大臣は、相手方事業者の法第二十人員の二勢―項の調査及び同瑾の措置の適切かつ有効な実施を目ることを目的として機構出嵐者等が

行う前頭の通知を促遣するため必要な指針を公表することができる。

(危険有害化学的H等に日する危険性又は有害性等の表示等)

第二十四崇の十四 化学的H、 化学的Hを含有する襲剤その他の労働者に対する危険又は健康障害を生するおそれのある物で厚生労働大臣が定める

もの(令第十八条各号及び令別表第二第一号に掲げるれを除く。次項及び第二十四条の十六!〒おいて「危険有害化学物H等 Jという。)を喜器に入れ、

又は包装して、臓滋し、又は提供する者lよ、その害暑又は包装(報に入れ、かつ、包装して、臓渡し、又は提供するときにあつては、その暮器)に次に

掲げるものを表示するように努めなけれlよならない。

… 次に将げる事項

イ 名称

口 人体に及ぼす作用

ハ 常蔵又は取級いとの注意

二 表示をする者の氏名(法人にあつては、その名称)、 住所及び電厨番号

ホ 注意嗅爆語

へ 安定性及び反応性

二 当麟れを取り撤う労働者に注意を喚起するための標章で厚生労働大臣が定めるもの

2危険有害化学的H等を前項に規定する方法以外の方法により出産し、又は提供する者は、同項各号の事項を狙職した文書を、出議し、又は提供する

相手方に変付するよう努めなければならない。

第二十四条の十二 特定危険有害化学的H等 (化学的責、化学的資を含有する襲剤その他の労働者に対する危険又は健康障害を生するおそれのある

れで厚生労働大臣が定めるものく法第二十七条の二第一夏に規定する通知対象物を除く。)をいう。以下この条及び次条において同じ。)を出渡し、又

は提供する者は、文書の変付又は相手方の事集者が承騰した方法により特定危険有害化学物質等に関する夕に掲げる事項(前条第二項に規定する

者にあつては、同条第―項に経定する事項を除く。)を、脇渡し、又は提供する相手方の事彙者に通知するよう努めなけれlまならない。

― 名務

二 成分及びその合有量

三 鞠理的及び化学的性質

四 人体に及ぼす作用

五 貯蔵叉は取掻い上の注意

六 湾山その他の事故が発生した場合において隣ずべき応aの構置

七 通知を行う者の氏名(法人にあつては,その名称)、 住所及び電脳番号

′ヽ 危険性又は有害性の要的

九 安定性及び反応性

十 適用される法令

十一 その他◆考となる事項

2特定危険有害化学的責等を出激し、又は提供する者はこ前項の規定により五知した事項に査買を行う必要が生じたときは、文書の変付又は相手方の

事業者が承騰した方法により、査夏後の同項各号の事項を、速やかに、出渡し、又は提供した相手方の事業者に通知するよう努めなければ摩らない。

第二十四条の十六 厚生労働大臣は、危険有害化学物H等又は特定危険有害化学的H等の臓渡又は提供を受ける相手方の事業者の法欝二十八条

の二第一項の胴と及び同項の措置の道切かつ有効な実施を国ることを目的として危険有害化学的H等又は特定危険有害化学的H等を臓嵐し、叉は

提供する者が行う前二条の規定による衰示又は通知を促追するため必要な指針を公表することができる。

第二章 機構等垂びに危険鞠及び有害物に関する嬢樹

第一節 機械等に関する損日

く作駒部分上の実起物等の防霞措置)

第二十五条 送第四十三条の厚生労働省令で定める防慶のための措置は、次のとおりとする。

― 作動部分上の実起物については、埋頭型とし、又は■ いを設けること。

二 励力伝導部分又は嗣違部分については、■ い又は田いを設:すること。

(規格を異常すべき防寺マスク)

第二十六崇 令第十三条第五項の厚生労働省令で定める防寺マスクは、次のとおりとする。

一 ―酸化炭素用防寺マスク

ニ アンモニア用防寺マスク

三 亜強強ガス用防寺マスク

mhtnh■ le.lXln3‐fsv01.prefnagas誼 .1証 UヽserPЮ■les$ヽRB3869ヽDowdoadsヽ労働安。̈ 2020/03/13



労働安全衛生規則 Page 12 of167

く耀格に道合した機構等の使用)

第二十七条 事業者は、送別歳第二に掲げる機構等及び令第十三条第二項各号に掲げる機構等については、法第四十二条の厚生労働大臣が定める

掘語又は安全装置を異常したものでなければ、使用してはならない。

(通知すべき事項)

第二十七崇の二 法第四十三条のこの厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。

一 通知の対象である構機等であることを臓用できる事項

二 機構等が法第四十三条の二各号のいずれかに隣当することを示す事実

(安全装置等の有鋤保持)

第二十′ヽ条 事業者は、送及びこれに基づく命令により設けた安全叢置.Iい。日い等(以下「安全装置等Jという。)が有効な状麟で使用されるようそれ

らの点検及び豊曽を行なわなけれlよならない。

第二十九条 労働者は、安全装置等について、次の事項を守らなけれlよならない。

一 安全装置等を取り1よずし、又はその機構を失わせないこと。

三 臨時に安全義二等を取りはずし、又はその機協虐失わせる必要があるときは、あらかじめ、事業者の酢可を受けること。

三 前号の許可を受けて安全装置等を取り1よずし、又はその機構を失わせたときは、その必要がなくなつた後、直ちにこれを原状に復しておくこと。

四 安全義二等が取りはずされ、又はその機能を失つたことを発見したときは、すみやかに、その旨を事業者に申し出ること。

2事菓者は、労働者から前項第四号の経定による申出があつたときは、すみやかに、適当な措置を隣防 けれlよならない。

(自主検査指針の公表)

第二十九条の二 第二十四条の注定は、法第山十五条第二互の規定による自主検と指針の公表について串用する。

第二節 危険物及び有害的に関する耀日  ヽ

(名 称等を表示すべき危険鞠及び有害鞠)

第二十条 令第十′ヽ条第二号の厚生労働省令で定める物はも剛歳第二の上襴に掲げる伯を含有する襲剤その他の物(同欄に掲げる的の合有量が同表

の中憫に定める●である物並びに四アルキル船を含有する襲剤その他の物(加鉛ガソリンに限る。)及びニトログリセリンを含有する襲剤その他の鞠

く九十八パーセント以上の不揮発性で水に湾けない備B剤で備性化した鞠であつて、ニトログリセリンの含有量が―パーセント未満のものに限る。)を

除く。)とする。ただし、運搬中及び貯蔵中において固体以外の状Bにならず、かつ、粉状にならないれ (次の各号のいずれかに触当するものを除く。)を

除く。

一 危険桐く令阿装常―に掲げる危険枷をいう。以下同じ。)

二 危険物以外の可構性の物等爆発又は火災の原因となるおそれのある物

三 酸化カルシウム、水酸化ナトリウム等を含有する襲期その他の鞠であつて皮膚に対して薦食の危険を生するもの

第二十―条 令第十八条第三号の厚生労働省令で定める的は、次に掲げる鞠とする。ただし、前条ただし書の鞠を除く。

― ジクロルベンジジン及びその生を含有する襲剤その他の鞠で、ジクロルベンジジン及びその上の合有量が二量のO・―パ…セント以上―パーセント

以下であるもの

ニ アルフアーナフチルアミン及びその塩を含有する襲用その他のれでこアルフアーナフチルアミン及びそのなの合有量が二量の―パーセントであるも

の

三 4素化ビフエニル(周名PC日 )を含有する雲剤その他の鞠で、塩素化ビフエニルの合有量が二量の0・―パーセント以上―パーセント以下であるも

の

四 オルトートリジン及びその上を含有する襲用その他の拘で、オルト トリジン及びその4の含有量が重量の一パーセントであるもの

五 ジアニシジン及びその4を含有する襲剤その他の梅で、ジアニシジン及びその生の合有量が童量の一パーセントであるもの

六 ベリリウム及びその化合物を含有する猥剤その他の約で、ベリリウム及びその化合粕の含有量が二量の0・―パーセント以上―パーセント以下

く合金にあつては、O・ ―パーセント以上三パーセント以下)であるもの

七 式ンプトリクロリドを含有する襲剤その他の鞠で、ベジブトリクロリドの合有量が三二の0・―パーセント以上0・五パーセント以下であるもの

(名 務等の表示)

第二十二条 法勢五十七条鱒―Hの掘定による段示は.当歓害暑又は包装に、同項各号に掲げるもの(以下この条において「衰示事項等Jという。)を印

用し、又は表示事項等を印日した票箋を貼り付けて行わなけれlよならない。ただし、当麟害暑又は包義に残示事項等の全てを印刷し、又は歳示事項等

の全てを印刷した票箋を貼り付けることが困難なときは、喪示事項等のうち同項第一号口から二まで及び同項第二号に掲げるものについては、これらを

印刷した票箋を害番又は包装に結びつけることにより歳示することができる。

第二十三崇 法第二十七条勢―項第一号二の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。

一 法第二十七条第一項の経定による表示をする者の氏名く法人にあつては、その名称)、 住所及び電語番号

二 注意喚起語

三 安定性及び反応性

(文書の変付)

第二十四条 法勢工十七条第二互の掘定による文書は、同条常―垣に規定する方法以外の方法により臓議し、又は提供する朦に変付しなければならな

い。ただし、様犠的に又は反復して協議し、ヽ又は提供する場合において、既に当触文書の交付が雄 れているときは、この風りでない。

(名称等を通知すべき危険物及び有害鞠)

第二十四条の二 令第十八祭の二第二号の厚生労働省令で定める物は、別表第二の上幅に掲げる的を含有する襲剤その他の物(同欄に掲げる物の合

有量が同表の下欄に定める機である鞠及びニトログリセリンを含有する襲期その他の粕(九十八パーセント以上の不揮発性で水に消けない備B用で

備性化したれであつて、ニトログリセリンの含有量が0・ ―パーセント未消のものに諷る。)を除く。)とする。

第二十四条の二の二 令第十八条の二第三号の厚生労働省令で定める物は、次に掲げる的とする。

― ジクロルベンジジン及びその塩を含有する墨剤その他の鞠で、ジクロルベンジジン及びその塩の含有量が二量のO・―パーセント以上―パーセント

以下であるもの

ニ アルフアーナフチルアミン及びその上を含有する製剤その他の的で、アルフアーナフテルアミン及びその4の合有量が二量の…パーセントであるも

の

三 塩素化ビフエニル(別 名PC日 )を含有する襲剤その他のれで、4業化ビフエニルの合有量が二量のO・―パーセント以上とパーセント以下であるも

の

四 オルトートリジン及びその塩を含有する襲剤その他の鞠で、オルト トリジン及びその4の合有量が二量のO・―バーセント以上―パーセント以下

であるもの

五 ジアニシジン及びその塩を含有する襲剤その他の約で、ジアニシジン及びその塩の含有量が重量の0・ ―パーセント以上―パーセント以下である

もの

六 ベリリウム及びその化合物を含有する襲剤その他の的で、べリリウム及びその化合的の合有量が二量の0・―パーセント以上―パーセント以下

(合金にあつては、O・ ―パーヤント以上三パーセント以下)であるもの
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七 ベンツトリクロリドを含有する襲剤その他の物で、ベンツトリクロリドの合有量が二量のO・―パーセント以上0・五パーセント以下であるもの

(名称等の五知)

第二十四条の二の三 法第二十七条の二鱒―項及び第二項の厚生労働省令で定める方法は、磁気ディスクの変付、ファクシミリ義■を用いた送信その

他の方法であつて、その方法により通知することについて相手方が承踏したものとする。

第二十日条の二の四 送第二十七生の三勢―互釘七号の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。
一 羞第二十七条の二勢―垣の規定による通知を行う者の氏名く法人にあつては、その名幣)、 住所及び電脳番号
二 危険性又は有害性の要的

三 安定性及び反応性

口 適用される法令

五 その他◆考となる事項

第二十四条のこの五 法第二十七条の二第一項の経定による通知は、同嘱の通知対象れを出産し、又は提供する時までに行わなけれlよならない。ただ

しこ機機的に又は反復して贈渡し、叉は提供する場合において、既に当臓通知が行われているときは、この限りでない。

第二十四条のこの大 法第二十七条の二勢―H勢二・号の事項のうち、成分の合有量については、令川表第二第一号1から7までに褐げる的及び令別

表第九に掲げる伯ごとに重量パエセン聴 通知しなければならない。この場合における■量パーセントの通知は、十パーセント未満の増数を切り捨てた

数色と当麟端数を切り上げた牧恒との範田をもつて行うことができる。

(田空対象物の危険性又は有害性等の田との実施時期等)

第二十四条のこの七 法第二十七条の三第一Hの危険性又は有害性等の田査(主として…般消費者の生活の用に供される襲厨4に係るものを除く。次項

及び次条第一項において「田査Jという。)は、次に掲げる時期に行うものとする。
― 令第十八条各号に掲げる鞠及び法勢二十七条の三第一車に経定する通知対象物(以下この条及び次条において「偶と対患物Jという。)を原材料
等として新損に採用し、又は査更するとき。

二 日と対象物を製造し、又は取り搬う業務に係る作業の方法又は手順を新掘に採用し、又は変更するとき。
三 前二号に掲げるもののほか、日と対象物による危険性又は有害性等について査化が生じ、又は生するおそれがあるとき。

2Hとは、田杢対象れを製造し、又は取り撮う業務ごとに、次に掲げるいずれかの方法(限との弟 危険性に係るものにあつては、第一号又は第二号

く第…号に係る部分に限る。)に掲iザる方法にRる。)によりt又はこれらの方法の併用により行わなけれlよならない。
― 当敵旧と対象物が当議業務に従事する労働者に危険を及ぼし、又は当議田と対象的により当麟労働者の機厳障害を生するおそれの程度及び当

敵危険又は健庫障害の櫂産を考慮する方法
二 当麟業務に従事する労働者が当散田と対象物にさらされる程度及び当麟嗣と対象的の有害性の程度を考慮する方法
三 前二号に掲げる方法に準する方法

(嗣との情果等の周知)

第二十四条の二の人 事業者は、調査を行つたときは、次に掲げる事項を、前条第二項の嗣査対象物を製造し、又は取り扱う業務に牲事する労働者に

周知させなければならない。

一 当険田と対象鞠の名称

二 当触業務の内暮

三 当敵旧との結果

口 当散旧との結果に奉づき事祟者が出する労働者の危険又は健嵐障害を防止するため必要な措置の内害
2前項の経定による周知は、次に掲げるいずれかの方法により行うものとする。
一 当触田と対象物を製造し、又は取り扱う各作業場の見やすい場所に常時掲示しも又は情え付けること。
三 書面を、当酸田査対象れを雲造し、又は取り扱う祟務に従事する労働者に交付すること。
三 磁気テ…プ、磁気ディスクその他これらに隼する的に記録し、かつ、当触田空対象的を襲造し、又は取り搬う各作業娼に、当敵旧と対象物を製造
し、又は取りほう業務に従事する労働者が当議諷録の内害を常時磁屁できる機器を設置すること。

(指針の公我)

第二十四条のこの九 第二十四彙の嬢定はこ送勢五十七条の三勢三互の嬢定による指針の公表について隼用する。

(有害性の調査)

第二十四条の三 法第二十七条の四第―頭の規定による有害性の旧とは、次に定めるところにより行わなければならない。
. ― 査異原性試験、化学的■のがん原性に関し査異原性H験と同等以上の知見を得ることができるH段又はがん原性試験のうちいずれかの風験を行

うこと。

二 組織、設備等に日し有害性の旧とをお正に行うため必要な猿術的基礎を有するとBめられる試験施設等において行うこと。
2前項第二号の試験施骰等が異常すべき組機、設常等に関する基準は、厚生労働大臣が定める。

(新耀化学的Hの名称、有害性の胴との結果等の届山)

第二十四条の四 法第二十七条の四第―項の規定による層出をしようとする者はこ様武第四号の三による層書に。当瞭届出に係る同項に規定する新規
化単物H(以下この節において「新経化学的HJという。)について行つた前条第一項に規定する有害性の田空の結果を示す書面、当触有害性の調査
が同条第二項の厚生労働大臣が定める基準を異常している試験協殿等において行われたことを置する書面及び当酸新れ化学物資について予定され
ている製造又は取扱いの方法を風職した書西を活えて、厚生労働大臣に提山しなけれlぎならない。

(労働者が新掘化学的資にさらされるおそれがない旨の厚生労働六巨の確Bの申請等)

第二十四条の工 法第二十七条の口第一項第―・日の確Bを受けようとする者は、当議確Bに基づき最初に新擦化学的資を製造し、又は輸入する日の
三十日前までに構武第四号の口による申購書に、当麟新規化学的Hについて予定されている製造又は取級いの方法を盟増した書面をるえて、厚生労
働大臣に経出しなければならない。

第二十四条の大 前彙の確Bを受けた事集者は、同条の申請書叉は書面に口載された事項に査更を生じたときは、遷滞なく、文書で、その旨を厚生労働
大臣に届け出なければならない。

第二十四条の七 厚生労働大臣は、送第五十七条の四勢―H鱒―・日の確Bをした後において、前条の規定による層出その他の資料により労働者が新

規化学衛責にさらされるおそれがあるとBめるに至つたときは、遅滞なく、当麟破Bを取り消し、その旨を当敵強Bに係る事果者に通知するものとす
る。                                                                ,
(新れ化軸 資の有害性がない旨の厚生労働六巨の確Bの申麟)

第二十四条のA送第五十七条の日常―互第二号の確Bを受けようとする者は、当麟確Bに基づき最初に新規化学物資を製造し、又は輸入する日の
三十日前までに様武第四号の四による申請書に.当触新規化学駒責に関し既に得られている次条の有害性がない旨の知見等を示す書面を潜えて、
厚生労働大臣に提出しなければならない。

(法第二十七条の口第一項第二号の厚生労働省令で定める有害性)

第二十四彙の九 法第二十七条の四第一環第二号の厚生労働省令で定める有害性は、がん原性とする。

(少量新用化学鞠Hの製造又は輸入に係る厚生労働六巨の確置の申請等)
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第二十四条の十 令第十八条の四の確Bを受けようとする者は、当歓確Bに基づき最初に新嬢化学物Hを製造し、又は輸入する日の三十日前までに様

武第四号の口による申隣推 厚生労働大臣に提出防 ければならない。

第二十四条の十一 令第十八条の口の強Bは、三年を風り有効とする。

(通知)

第三十四条の十二 厚生労働大臣は、第二十四条の工、第二十四条の人及び第二十四条の十の申睛書を受理したときは、遷滞なく、をとを行い、その

結果を申講者に通知するものとする。                                               、

(法第五十七条の口第―項第四号の厚生労働省令で定めるとき)

第二十四祭の十三 送勢五十七条の四第一垣第四丹の厚生労働省令で定めるときは、本邦の地増内において労働者に小分け、諸め替え等の作祟を行

わせないとき等労働者が新規化学物責にさらされるおそれがないときとする。

(新規化学的資の名務の公表)

第二十四条の十四 送第二十七条の四第二瑾の規定による新経化学鞠Hの名称の公表は、同条第―頭の規定による層出の受理又は同項第二号の機

Bをした後一年以内に(当歓新経化学的Hに関して特許法く昭和三十四年法律第百三十一号)勢三十六彙勢―項の経定による願書の撮出がなされて

いる場合にあつては、同送第六十四条第一頭の規定による山願公閉又は同法第六十六条第三項の規定による特許公報への掲載がなされた後退や

かに)、 次項にためるところにより行うものとする。

2新規化学物Hの名称の公段は、二月以内ごとに｀回、定期に、宮報に掲載することにより行うものとする。

(学n経験者からの意見聴取)

第二十四条の十五 厚生労働大臣は、送第二十七条の四第四項の規定により学融経験者の意見を聴くときは、選やかに、次条の査異原性試験等結果

検討委員候補者名簿に口韓されている者のうちから、検酎すべき内暮に応じて、検討委員を指名し、その者のな見を聴くものとする。

(査異原性賦験等倍果検討委員候補者名簿)

第二十四条の十六 厚生労働大臣は、化学的Hの有害性の調査について吉度の専目的知臓を有する者のうちから、査異原性試験等結果検討委員候補

者を委嘱して査異原性試験等備果検討委員候補者名簿を作成し、これを公表するものとする。

(労働政策審贈会への報告)

第三十四条の十七 厚生労働大臣は、送第五十七条の四勢口頭の規定により新規化学粕質の有害性の日との借果について学山経験者の意見を聴い

たときは、その内容を、同条勢三垣の規定による当散新規化学物資の名称の公豪俊―年以内に、労働政策審協会に報告するものとする。

(化学的Hの有害性の日との指示)

第二十四条の十八 法第二十七条の工第=項の経定による指示は、同項に規定する有害性の日とを行うべき化学的資の名称、当隣調査を備 べき理

由、当敵旧との方法その他必要な事項を置載した文書により傍 ものとする。

(法第五十七条の五第一項の厚生労働省令でためる事業者)

第二十四条の十九 法勢二十七集の五露…夏の厚生労働省令で定める事集者は、がんその他の五産の健慮障害を労働者に生するおそれのある化学

物Hを製造し、輸入し、又は使用したことのある事業者とする。

(隼用)

第三十四条の二十 第二十四条の十五及び第三十四条の十六の規定は、法勢五十七条の五勢三互の規定により学融経験者の意見を聴く場合に隼用

する。この場合において、これらの規定中『査興原性試験等情黒検討委員候補者名簿」とあるのは「がん原性試験指示検討委員候補者名簿Jと、第三

十四崇の十六中「査異原性試験等情果検討委員候補者Jとあるのは「がん原性試験指示検酎委員候補者Jと隣み替えるものとする。

(労働政策審鵬会への報告)

第二十四条の二十一 厚生労働大臣は、送第五十七条の五露―夏の経定による指示にとづき化学的■の有害性の田との情果について事皐者から報

告を受けたときは、その内害を当敵報告を受けた後一年以内に労働政策春協会に報告するものとする。

第四章 安全衛生敬育

く雇入れ時等の教育)           、

第二十五条 事業者は、労働者を雇い入れ、又は労働者の作案内害を査更したときは、当歓労働者に対し、選滞なく、次の事項のうち当散労働者が従事

する業務に関する安全又は衛生のため必要な事項について、教育を行なわなければならない。ただし、令第二条第二号に掲げる祟種の事皐場の労働

者については、第一号から第四号までの事項についての教育を省略することができる。

一 機構等、原材料等の危険性又は有書性及びこれらの取搬い方法に日すること。

三 安全叢置、有害鞠抑日装置又は保醸兵の性協及びこれらの取撮い方法に関すること。

三 作業手順に関すること。

四 作集開始時の点検に■すること。

五 当酸祟務に関して発生するおそれのある疾病の原因及び予防に田すること。

六 豊理、と頓 及び清潔の保持に目することぉ

七 事故時等における応急措置及び遇避に関すること。

′ヽ 前各号に掲げるもののほか、当隣業務に関する安全又は衛生のために必要な事項                           、

2事果者は、前項各号に掲げる事項の全部又は二部に関し十分な知臓及び技掏虐有しているとBめられる労働者については、当敵事項についての牧

育を省略することができる。

(特別敷育を必要とする業務)

“

三十六条 法勢五十九条勢三夏の厚生労働省令で定める危険又は有害な集務は、次のとおりとする。

一 研出といしの取骨え又は取告え時の試運転の業務

二 励力によりB騎されるプレス機構(以下『射カプレスJという。)の全型、シヤーめ力部又はプレス機構者しくはシヤーの安全装置若しくは安全田いの

取付け、取外し又は日豊の皐務

三 アーク藩接機を用いて行う金属の落接、落断等(以下「アーク落接等Jという。)の祟務

四 高圧(直流にあつては七百二十ボル陀 、交常にあつては六百ポル陀 超え、七千ポルト以下である電圧をいう。以下同じ。)者しくは特別高圧(七千

ポルトを超える電庄をいう。以下同じ。)の充電電鵬若しくは当敵充電電路の支持物の敷撤、点検、停理者しくは操作の祟務、任圧く直流にあつては

七百五十ポルト以下、交驚にあつては六百ポルト以下である電圧をいう。以下同じc)の売電電路(対贈電圧が二十ボルト以下であるもの及び電信用

のものs電匿用のもの等でB電によるた害を生するおそれのないものを除く。)の敷徹若しくは停理の業務く次号に掲げる業務を除く。)又は配電盤

室も査電豊等区目された場所に設置するにEの電購く対珀電Eが二十ボルト以下であるもの及び電信用のもの、電活用のもの等では■による危害

の生するおそれのないものを除く。)のうち充電部分が露出している岡田器の操作の祟務

四の二 対地電Eが五十ポル確 超えるほEの書電池を内蔵する自転車のと常の素務

五 最大青重―トン未満のフオークリフトの運転く道― 法(昭和三十二年法律第百五号)勢二条

“

―頂勢一号の道路(以下「道路」という。)上を走

行させる起転を除く。)の業務

五の三 最大荷ユートン未消のシヨベルロ…ダー又はフオークローダーの運転く道路上を走行させる選離 除く。)の業務

五の三 最大犠職量が―トン未満の不垂珀運搬車の運転(道路上を走行きせる運転を除く。)の業務
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六 日R荷二五トン未満の構資装置の起転の業務

六の二 伐木等機構(伐木、造材又は原本若しくは薪炭村の集積を行うための機構であつて、励力を用い、かつ、不特定の場所に自たできるものをい

う。以下同じ。)の運転(道路上を走行させる運転を除く。)の業務

六の三 走行集村機構(車百の走行により集村を行うための機構であつて、励力を用い、かつも不特定の場所に自走できるものをいう。以下同じc)の

運転(道路上を走行させる運転を除く。)の業務

七 機構集材装置(集材機、黎は、独暑、支柱及びこれらに附呂する的により構成され、助力を用いて、原木又は謗農村く以下「原本等Jという。)を巻き
上げ、かつ、空中において遍担する段備をいう。以下同じ。)の運転の果務

七の二 簡B果は集常装置(集材機、果韓、搬暑、支柱及びこれらに腑呂する絢により構序され、動力を用いて、原木等を碧き上げ、かつ、原木等のと

部が地面に接した状Bで運担する骰情をいう。以下同じ。)の運転又は祟は集材機構(動力を用いて原木等を巻き上げることにより当散原木等を運

搬するための機構であつて、助力を用い、かつ、不特定の場所に自たできるものをいう。以下同じ。)の運転く道路上を走行させる運転を除く。)の集

蕩

′ヽ 胸吉直径が七十センチメートル以上の立木の伐木、白声直径が二十センチメートル以上で、かつ、二心が著しく偏している立本の伐木、つりきりそ
の他特殊な方法による伐木又はかかり本でかかつている木の胸吉H怪が二十センチメートル以上であるものの処理の集議(第六号の二に掲げる集

務を除く。)

人の三 チェーンツーを用いて行う立木の伐ホ、かかリホの処理又は造君の業務(前号に掲げる業務を除く。)

九 機体重量が三トン未満の令別歳第七第一号、第二号、第二号又は第六号に掲げる機構で、動力を用い、かつ、不特定の場所に自走できるものの

運転(道路上を走行させる運転を除く。)の素務

九の二 令朋表第七第三号に掲げる機構で、珀力を用い、かつ、不特定の場所に自たできるもの以外のものの運転の業務

九の三 令朋歳第七第二号に掲げる機構で、励力を用い、かつ、不特定の場所に自走できるものの作業装置の操作(車体上の運転者席における操作

を除く。)の果務

十 令別歳第七第四号に掲げる機構で.動力を用い、かつ、不特定の場所に自走登 るものの遍転(道路上を走行させる運転虐除く。)の果務
十の三 令剛表第七第五号に掲げる機械の作卑装置の操作の業務

十の三 ポーリング々 シンの遍転の業務

十の四 建設工事の作集を行う場合における、ジャッキ武つり上げ機構(複数の保持機構くヮイヤロープ等を常め付けること等によつて保持する機構を
いう。以下同じ。)を有し、当敏保持機構を変互に関田し、保持機構画を助力を用いて伸伯させることにより有のつり上げ、つり下げ等の作果をワイヤ
ロープ等を介して行う機構をいう。以下同じ。)の田聾又は運転の皐務

十の五 作祟床の吉さ(令第十条第四号の作業床の高さをいう。)が十メートル未満の高所作祟車く令第十条第四号の吉所作泉車をいう。以下同じ。)

の運転(道路上を走行させる運転を除く。)の業務

十一 励力により騒励される巻上げ機(電気ホイスト、エヤーホイスト及びこれら以外の巻上げ機でゴンドラに係るものを除く。)の運転の業務
十二 田除

十三 令第十五条第一項第八号に掲げる機構等(巻上げ装置を除く。)の運転の業務

十四 Jヽ理ポイラー(令第一条第四号の小型ポイラーをいう。以下同じ。)の取扱いの業務

十五 次に掲げるクレーン(移動式クレーン(令第一条第八号の移動武クレーンをいう。以下同じ。)を除く。以下同じ。)の運転の業務

イ つり上げ有重が五トン未満のクレーン

ロ つり上げ有重が五トン以上の跨はテルハ

十六 つり上げ荷重が―トン未消の移動武クレ…ンの運転く道路上を走行させる運転を除く。)の業務

十七 つり上げ有二が五トン未満のデリツクの運転の祟議

十八 建設用リフトの運転の業務

十九 つり上げ荷重が―トン未満のクレーン、移動武クレーン又はデリツクの玉掛けの業務
二十 ゴンドラの操作の業務
二十め二 作祟室及び気こう室へ送気するための空気圧縮れを運転する祟務
二十一 吉E室内作業に係る作業室への送気の日節を行うためのパルブ又はコツクを操作する祟務
二十二 気こう室への送気又は気こう室からの排気の開車を行うためのパルブ文はコックを操作する皐務
二十三 潜水作業者への送気の嗣節を行うためのパルブ又はコツクを操作する業務
二十四 再圧室を操作する皐務
二十四の二 高圧室内作業に係る果務

二十五 令閉表第二に掲げる四アルキル船等業務
二十六 令周表第六に掲げる強素欠芝危険場所における作果に係る業務

■十七 特殊化学殿常の取搬い、と曽及び停理の業務(令第二十条第五号に規定する第―種圧力害署のと常の業務を除く。)

三十八 エツクス韓装置又はオンマ想爾射装置を用いて行う透遇写真の撮影の業務
二十人の三 加工施設(独原軸 H、 横燃料伯■及〔F原子炉の担日に■する送強(昭和三十二年法律第百六十六号)第十三条第二項第二日ヽに規定

する加工ね段をいう。)、 再処理施設(同送第四十四条勢二理釘二・日に規定する再処理施設という。)又は使用施設等         量に注

定する使用h段等G倒題出閻島苗MMttM閾幽四甦ヨ凰囲闘慟国阻主働幽出h伍全く昭和三十二年政令第三百三十四号)第四十…条に損定する

検燃料粕資の使用施設等に限る。)をいう。)の管理区増廻Ш団劇出劇璃劇脱也担Ш(昭和四十七年労働省令第四十一号。以下「電巌則Jという。)娘
三条第―夏に経定する管理区増をいう。次号において同じ。)内において検燃料桁H(原子力基本法(昭和三士年法律第百八十六号)第二条第二丹

に経定する犠燃料物資をいう。次号において同じ。)若しくは使用済燃料くと如題Щ朋L苗M盟蝸朋向幽幽歴ヨ凰切剛劉国巳二働闘出亀邑亀堕土菫に

嬢定する使用済燃料をいう。次号において同じ。)又はこれらによつて汚集された鞠(原子機分裏生成物を含む。次号において同じ。)を取り扱う果議
二十人の三 原子炉施設く枝原料約H、 独燃料鞠■及び原子炉の撮日に田する送毎第二十三条第二項第二号に嬢定する試験研究用等原子炉施設

及び同法第四十三条の三の五第二項勢五号に規定する発電用原子炉施段をいう。)の管理区増内において、独携科鞠H者しくは使用済燃料又はこ

れらによつて汚集された物を取り扱う果務

三十人の四 二堅A△置量L迎坐聾盟載題曲題朗血霊邑魅』笙血と世』□産重盤競至臨箇口嗅囲目生襲堕』日田ぬ日旧阻ШШ囲閣Ⅸ平成二十三

年厚生労働省令第百三十二号。以下『除集則Jという。)第二条第七項第二・弓イ又は口に掲げる物その他の事故由未放射性物H(平成二十三年三

月十一日に発生した東北地方六平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により当酸原子力発電所から放山された放射性的資をいう。)により汚崇き

れたれであつて、電巌則第二条第二垣に規定するものの処分の皐務
二十人の五 電離則第七条の二第二項の特例呂a作素に係る卓議
二十九 紛じん障害防止担則(昭和三十四年労働省令第十八号。以下「粉じん則Jという。)勢二条勢―垣第二号の特定粉じん作集〈設備による注水又

は注油を防 がら行う粉じん則第二条各号に掲げる作業に敵当するものを除く。)に係る業務
三十 ずい道等の協出の作祟又はこれに伴うすり、資材等の運搬、■工のコンクリートの打設等の作業く当険ずい道等の内部において行われるものに

限る。)に係る業務
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三十一 マニプレータ及び屁憶装置く可査シーケンスロ御装置及び固定シーケシス田御装置を含む。以下この号において同じ。)を有し、■は残Eの情

報に基づきマニプレ‐ の伸縮、日伸、上下移励こと有移働者しくは注回の動作又はこれらの権合動作を自励的に行うことができる機構(研究開免

中のものその他厚生労働大臣が定めるものを除く。以下『産業用ロボツトJという。)の可動範囲(狙は装置の情報に基づきマニプレ‐ その他の産業

用ロボツトの各部の励くことができる最大の範囲をいう。以下同じ。)内 において当酸虚素用ロボツHこついて行うマニプレ‐ の動作の順序
`位

置者

しくは温度の設定、査更若しくは確B(以下「敬示等Jという。X産業用ロボツトの騒酌源を送断して傍 ものを除く。以下この号において同じ。)又は産

業用ロポツトの可励範田内において当麟産業用山ポツHこついて数示等を行う労働者と共同して当獣産業用ロポツトの可動範囲外において行う当散

敬示等に係る機器の操作の業務

三十二 産業用ロポツトの可励亀囲内において行う当讚産業用ロボツトの検と、停理者しくは田豊(敬示等に散当するものを除く。)若しくはこれらの情

果の強B(以下この号において「検杢等Jという。X産業用ロボツトの運転中に行うものに限る。以下この号において同じ。)又は産業用ロポツトの可

職範田内において当酸虚集用ロポツトの検と等を行う労働者と共同して当陰虚菓用ロポツトの可勁範囲外において行う当麟検と等に係る機器の操

作の業務

三十三 自動車(二輸自贈車を除く。)用タイヤの組立てに係る業務のうち、空気に輸機を用いて当臓タイヤに空気を充てんする業務
三十四 ダイオキシン類対策特川措置法歯行令(平成十一年政令第四百三十三号)朋歳第―第二号に掲げる礎棄物構却炉を有する廃楽れの携却協

設《第九十条第二号の三を除き、以下「廃菓物の機却施設Jという。)においてばいじん及び焼却反その他の燃え敷を取り扱う業務く第二十六号に掲

げる業務を除く。)

三十五 農案物の機却施設に設置きれた臨案的焼却炉、集じん機等の設備の保守点検等の業務

三十六 廃楽伯の焼却施設に設置された礎素物焼却炉、集じん機等の設備の解体等の業務及びこれに伴うばいじん及び携却灰その他の構え機を取

り扱う業務

三十七 石舶障害予防嬢則(平成十七年厚生労働省令第二十一号。以下「石婦則Jという。)第四条第一夏各号に掲げる作業に係る業務
三十八 除集則第二条第七項の除集等集務及び同条第八項の特定は量下業務

三十ユ 足娼の組立て、解体又は査更め作皐に係る業務(地上又は堅回な床上における補動作業の集務を除く。)

四十 高さがニメートル以上の笛所であつて作果床を設けることが困難なところにおいて、界降器具(労働者自らの操作により上昇し、又は下降するた

めの暑異であつて、作業苗所の上方にある支持的にロープを緊倍してつり下げ、当散ロープに労働者の身体を保持するための暑具《第二百三十九

条の二及び第五百三十九条の三において「身体保持尋具Jという。)を取り付けたものをいう。)を用いて、労働者が当融界降器具により身体を保持し

つつ行う作素く四十度未満の鶴面における作業を除く。以下『口…ブ吉所作祟Jという。)に係る集務

四十一 吉きがニメートル以上の笛所であつて作業床を設けることが国Hぬところにおいて、墜落日止用器具く令第十三条第二項第二十′ヽ号の墜藩日

止用吾員という。第百三十条の五第―項において同じ3)のうちフルハーネス型のものを用いて行う作卑に係る祟務(前号に掲げる業務を除く。)

(特周教育の科日の省略)                               .、
第二十七条 事祟者は、法勢五十九条第二互の特川の教育(以下「特別教育Jという。)の科目の全部又は―部について十分な知識及び技悔を有してい

ると認められる労働者については、当麟科目についての特】g数育を省略することができる。

(特別牧育の協保の保存)

第二十八条 事素者は、特別教育を行なつたときは、当議特用教育の曼講者、科目等の側録を作成して、これを三年間保存しておかなければならない。

(特閉教育の細日)

第二十九崇 前二条及び第二百九十三条の七に定めるもののほか、第三十六条第一号から第十三号まで、第二十七号、第二十号から第二十六号まで

及び第二十九号から第四十工母までに掲げる祟議に係る特剛教育の実施について必要な事項は、厚生労働大臣が定める。

(職長等の教育)

第四十条 法勢六十条第二号の厚生労働省令でためる事項は、次のとおりとする。
一 送勢二+A条の二第一項又は第二十七条の三第一頂及び第二項の危険性又は有害性等の日と及びその結果に基づきBする措置に関するこ

と。

二 異常時等における構■に関すること。

三 その他理娼監督者として傍 べき労働愛害防止活恥に関すること。

2送第六十条の安全又は常生のための牧育は、次の表の上獨に掲げる事項について、同段の下襴に掲げる時間以上行わなければ客らないものとす

る。

事項 時間

法第六十条第一号に掲げる事項

― 作業手順のため方

二 労働者の道正な配■の方法

二時間

送第六十条第二尋に掲げる事項

― 指導及び徴育の方法

二 作祟中における監督及び指示の方法

二・五時間

前項第一号に掲げる事項
i危険性叉は有害性等の日との方法

二 危険性又は有害性等の日との結果に基づき酪する措置

三 設働、作業等の具体的な改善の方法

口時間

前項第二号に掲げる事項

― 異常時における措置

二 愛害発生時における措置

―・五時間

前項第二号に掲げる事項

― 作素に係る設備及び作業場所の保守管理の方法

二 労働愛害防止についての関心の保持及び労働者の日意工夫を引き出す方法

二時間

3事業者は、前項の歳の上欄に掲げる事項の全部長は―部について十分な知戯及び技機を有しているとBめられる者については、当議事項に口する

散育を省略することができる。

(指針の公表)

第四十条の二 第二十四条の規定は、送鱒六十条の二第二垣の規定による指針の公我について準用する。

(指定事卑場等における安全衛生機育の計■及び実施結果報告)
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第四十条の三 事阜者は、指定事業号又は所構

“

道府県労働局長が労働愛害の発生率等を考慮して指定する事業場について、送第五十九条又lよ筑
六十条の規定にとづく安全又は毎生のための教育に田する具体的な計目を作成しなければならない。

2前項の事祟者は、四月一日から翌年二月三十一日までに行つた占室重十九条又は第六十条の規定に基づ彼 全又は衛生めための数育の輿協結果
を、毎年四月二十日までに、様式第四号の五によりこ所構労働基準監督署長に報告しな1サれば臨らない。

第二章 ■祟日限

く襲祟日限についての資格)

第四十一条 送勢六十一条露―垣に規定する業務につくことができる者は、別表第二の上欄に掲げる果務の区分に応じて、それぞれ、同長の下幅に掲

げる者とする。

(磁素田機の特例)

第口十二条 事阜者は、堕腟建魃日協題酬饒Ⅸ昭和四十四年法律第六十四号)第二十四条勢―瑾のBたに係る職祟萬練を受ける労働者(以下「日錬
生Jという。)に技能を停得させるため令第二十条第二号こ第二号、第五号から第八号まで又は第十一号から第十六号までに掲げる皐務に■かせる必

要がある場合において、次の措置を路したときは、送第六十一条第一頂の議定にかかわらず、H果H韓開始俊六月(劇錬期間が′式月の日慎科に係る

日僚生で、令第二十条第二号、第二号又は第五号から第八号までに掲げる業務に鶴かせるものにあつては二月、当酸H韓科に係る日錬生で、同業第
十一号から第十六号までに掲げる業務に班かせるものにあつては二月)を経過した後は、日機生を当酸集務に■かせることができる。
一 日機生が当麟業務に従事する間、日機生に対し、当麟業務に関する危険又は健康障害を防止するため必要な事項を磯皐萬擦指導員に指示させ

ること。

二 H僚生に対し、当麟業務に関し必要な安全又は毎生に田する事項について、あらかじめ、教育を行なうこと。
2事業者は.日擦生に技協を停得させるため令第二十条第十号に掲げる業務につかせる必要がある場合において、前項の構置を欝じたときは、送第六

十一条第一項の規定にかかわらず、B集嗣錬開始俊直ちに日錬生を当麟業務につかせることができる。
3前二項の場合における当麟嗣擦生については、法第六十…条第二夏の規定は、適用しない。

第六章 健臓の保持増違のための措置

第一鰤 作業環境濁定

く作業環境瀾定指針め公表)

第四十二条の二 第二十四条の規定は、法第六十五条勢三互の規定による作業環境測定指針の公表にういて準用する。

(作集環境測定の指示)

第四十二条の三 法第六十二条第二重の規定による指示は、作集環境測定を実施すべき作祟娼その他必要な事項を口職した文書により行うものとす
る。

第一節の二 健康お断

〈雇八時の機慮静断)

第四十三条 事業者は、常時使用する労働者を雇い入れるときは、当陰労働者に対し、次の項目について医師による健康静断を行わなければならない。
ただし、医師による健康静断を受けた後、二月を経過しない者を雇い入れる場合において、その者が当験機凛い断の情果を証明する書面を提出したと

きは、当議健康静断の項目に相当する頂日については、この限りでない。
一 匠住区及び業務区の日と

二 自党虚状及び他党症状の有無の検査

三 身長、体二、臨日、視力及び聴力(千ヘルツ及び四千ヘルツの音に係る聴力をいう。次条第一項第二号において同じ。)の検と

口 胸部エックスは検全

五 血圧の測定

六 血色素量及び赤血球数の検査(次条第一項第六号において「貧血検とJという。)

七 血清グガレタミックオキサロアセチックラ ンスアミナーゼ(GOT).血清グルウミックピルビックトランスアミナーゼ(GF「 )及びガンマ=グルタミルトラン

スペプチダーゼ(γ―GTP)の検とく次崇第一項第七号において「肝機構検査Jという。)

′ヽ 軽比Hリポ蛋白コレステロール(LDlコレステロール)、 高比ニリポ置白コレステロール(HDlコレステロール)及び血清トリグリセライドの量の検杢

(次条第…項第′ヽ号において『血中鵬買検とJという。)

九 血猫検査

十 尿中の増及び霊自の有無の検査(次条第―項第十号において「尿検とJという。)

十一 心電口検空            ~
(定期健康い断)

第四十四条 事業者は、常時使用する労働者(第四十二条第―項に損定する労働者を除く。)に対し、…年以内ごとに一回、定期に、次の項目について

医師による健康砂断を行わなければならない。
一 既住歴及び業務屋の日と

二.自 党盛状及び他覚症状の有無の検と

三 身長、体五、腹囲、視力及びH力の検杢

四 内部エックス線検と及び器壌検査

五 血野の周定

六 貧血検と

七 肝機協検と

′ヽ 血中鵬H検と

九 血構検と

十 屎検と

十一 心電口検査

2第一項第二号、第四号、第六号から第九号まで及び第十一号に掲げる項目については.厚生労働大臣がためると隼に基づき、医師が必要でないと

Bめるときは、省略することができる。

3第―項の強Hお断は、前条、第四十二彙の二又は送第六十六条勢二垣前段の健康お断を受けた者(前条ただし書に経定する書面を提出した者を含
む。)については、当融健康い断の実施の日から一年間に限り、その者が受けた当敵健康b断の項目に相当する項目を省略して行うことができる。

4第一項第二号に掲げる項目(聴力の検とに限る。)は、四十五歳未満の者(三十五歳及び四十歳の者を除く。)については、同項の規定にかかわら

ず、医師が適当とBめる聴力(千ヘルツ又は四千ヘルッの音に係る車力を除く。)の検とをもつて代えることができる。

(消十五と以下の者の健慮静断の特例)

第四十四崇の三 事業者は、前二条の機庫お断を行おうとする日のBする年度(四月一日から翌年二月三十―口までをいう。以下この条において同
じ。)において消十三B以下の年齢に違する者で、当敵年度において学校保色安全法第十一員又は室土三豊C閉主雲劉副闘L皇上上豊において準
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用する場合を含む。)の服定による健嵐い断を受けたもの又は受けることが予定されているものについては、前二条の注定にかかわらず、これらの胴定
による健歳静断(― による中学校者しくはこれに準ずる学校者しくは■議教育学校を卒菓した者叉は中等教育学校の前期際程を停了した者
に係■蜘殴土三豊の健康い断を除く。)を行わないことができる。

2前二条の健歳い断を行おうとする日のBする年度において消十五歳以下の年齢に違する者で、前項に屈定する者以外のものについては、医師があ
要でないとBめるときはi当敵儀監静断の項目の全部又は―部を省略することができる。

(特定祟務従事者の健康砂断)

第四十二条 事業者は、第十三彙第一項第二号に掲げる業務に常時従事する労働者に対し、当麟業務への配置替えの臣及び六月以内ごとに一回、定
期に、第四十四条第―項各号に掲げる項目について医師による健康静断を行わなければならない。この場合において、同項第四号の項目について
は、一年以内ごとに一回、定期に、行えば足りるものとする。

2前項の健康静断(定期のものに限る。)は、前回の健康静断において第四十四彙第一環第六号から第九号まで及び第十一号に掲げる項目について

偉点お断を受けた者については、前項の経定にかかわらず、医師が必要でないとBめるときは、当散項目の全部又は一部を省晴して行うことができ
る。

3第四十四祭第二項及び第二項の経定は、第一環の健康い断について準用する。この場合において、同条第三項中「一年間Jとあるのは、「六月間Jと

腕み骨えるものとする。

4第二頭の健康静断(定期のものに限る。)の項目のうち第四十四条第―項第二号に掲1ザる項目(聴力の検とに限る。)は、前回の健康砂断において当
麟項目について偉臓い断を受けた者又は四十二畠未満の者(三十五離及び四十歳の者を除く。)については、第一項の規定にかかわらず、医師が適
当と盟める聴力(千ヘルツ又は四千ヘルツの音に係る車力を除く。)の検とをもつて代えることができる。

(海外派遣労働者の健康静断)

第四十五条の三 事業者は、労働者を本邦外の地増に六月以上景遣しようとするときは、あらかじめ、当厳労働者に対し、第四十四祭第一項各号に掲げ
る項目及び厚生労働大臣が定める項目のうち医師が必要であるとBめる項目について、医師による機歳砂断を行わなけれlよならない。

2事業者は、本邦外の地域に六月以上景遺した労働者を本邦の地城内における祟務に就かせるときく一時的に就かせるときを除く。)は、当麟労働者に

対し、第四十四条第一環各号に掲げる項目及び厚生労働大臣が定める項目のうち医師が必要であるとBめる項目について、医口による健康静断を行
わなければならない。

3第一項の強嵐静断は、第四十三条、第四十四条、前条又は法勢六十六条勢二頂前段の健康砂断を受けた者(第四十三条第一Hただし書に規定する
書面を提出した者を含む。)については、当麟健康静断の実施の日から六月間に限り、その者が受けた当麟偉虚お断の項目に相当する項目を省晴し
て行うことができる。

4第四十四条第二項の屈定は、第一項及び第二項の機臓静断について準用する。この場合において、同彙第二項中「、第四号、第六号から第九号まで
及び第十…号Jとあるのは、「及び第四号Jと腕み替えるものとする。

第四十六条 田除

(輪全健祟員の検便)

第四十七条 事業者は、事業に酷属する食堂又は炊事場における惜食の業務に従事する労働者に対し、その雇入れの障又は当酸祟務への配H替えの

際、検便による儘嵐静断を行なわなければならない。

(歯科医師による機慮お断)

第四十八条 事皐者は、令第二十二条第二項の鼻務に常時縫事する労働者に対し、その口入れの際、当臓業務へのEE替えの障及び当議祟務につい
た後六月以内ごとに一回、定期に、歯科医師による機驚静断を行なわなければならない。

(健凛静断の指示)

第四十九条 法第六十六条第四頂の経定による指示は、実施すべき機慮静断の項目、機歳静断を受けるべき労働者の範囲その他必要な事項を諷増し
た文書により行なうものとする。

(労働者の希ユする医師等による健康砂断の証明)

第二十条 送欝六十六条第二項ただし書の書面は、当触労働者の受けた健康静断の項目ごとに、その結果を協職したものでなけれlよならない。
(自発的健康静断)

第二十条の三 法第六十六条の二の厚生労働省令で定める要件は、常時使用され、口長の自ら受けた偉臓静断を受けた日前六月間を平均して一月当
たり口回以上亘螢の深夜業に従事したこととする。

第二十条の三 前条て定める要件に触当する労働者は、第四十四条第一環各号に掲げる項目の全部又は一部について、自ら受けた医師による健康静
断の結果を重明する書面を事集者に経出することができる。ただし、当散健康砂断を受けた日から二月を経過したときはゃこの限りでない。

第二十条の四 送第六十六条の二の書面は、当酸労働者の受けた健康砂断の項目ごJと、その結果を口載したものでなければならない。
(健康静断備果のE録の作成)

第二十―条 事祟者は、第四十三条、第四十日条若しくは第四十五条から第四十八条までの健康砂断若しくは法第六十六条第四夏の規定による指示を
受けて行つた機臓静断く同条鱒五垣ただし書の場合において当瞭労働者が受けた健臓け断を含む。次条において「第四十三条等の健康静断Jとい

う。)又は法第六十六条のこの自ら受けた健慮い断の結果にとづき、健康静断個人票(様式第五号)を作成して、これを五年間保存しなければならな
い 。                                         |

(健康静断の結果についての医師等からの意見聴取)

第二十一条の二 第四十三条等の健康い断の結果に基づく法勢大十六条の日の規定による医師又は歯科医師からの意見嘉取は、次に定めるところに

より行わなけれlよならない。

― 第四十三条等の健康砂断が行われた日∝郎色壁LA亀堕五函ただし書の場合にあつては、当臓労働者が健康静断の結果を臣明する書面を事業

者に提出した日)から二月以内に傍 こと9

二 聴取した医師又は歯科医師の意見を健康砂断個人票にB職すること。

2法第六十六条の二の自ら受けた健康静断の結果に基づQ灘臨廷追Å螢Ω国の規定による医師からの意見璃取は、次に定めるところにより行わなけ

ればならない。

一 当隣健康静断の結果を置明する書面が事業者に提出された口から二月以内に行うこと。

二 聴取した医師の意見を健康い断個人票に狙載すること。

3事皐者は、医師又は山科医師から、前二項の意見聴取を行う上で必要となる労働者の業務に関する情報を求められたときは、遠やかにここれを提供
しなければならない。

(指針の公蔽)

第二十一条の三 第二十四崇の規定は、法第六十六条の五勢二車の経定による指針の公表について串用する。

(健康静断の結果の通知)

第五十一条の四 事業者は、法勢六十六条第四項又は皇四土三と、第四十四条若しくは第四十五条から第四十八条までの機嵐お断を受けた労働者に

対し、通滞なく、当麟健康砂断の結果を通知しなければならない。

(健臨静断結果報告)
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